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Fig.2 Example of recording characteristics.
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概要

このフォーマットは，日本磁気学会「まぐね」に投稿する「新技術・新製品」の原稿作成を助けるためのものです．原稿の執筆にあたっては，日本磁気学会のホームページ に掲載してある「日本磁気学会投稿規程」および「まぐね投稿の手引き」を参考にして下さい．本原稿は、原則１ページに簡潔に纏めて下さい．なお，関連文献および特許の記述は用語短縮化のため日本語でも構いませんが，図面および表の記述は極力英文表記でお願いします．

特徴

◆用紙、使用ソフトおよび原稿の学会提出
　A4(横210mm,縦297mm)を用いる．ソフトはMicrosoft Wordを使用して作成し，原稿のPDFファイルを日本磁気学会編集担当にメール(msj-ed@zc.wakwak.com)で送付する．

◆表題など
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Fig.1 Perpendicular magnetic recording system using
newly developed magnstic layers.



　 「新技術・新製品の名称」：和文の場合はMSゴシック，英文の場合はCenturyの14P太字で記述する．その下に技術・製品の特徴をMS明朝11Pで１行以内で簡潔に記述．次の行には新技術・新製品の英文表記（Centuryの10P太字)，「；」を介して技術・製品の特徴を英文（Century, 10P)で記述する．

◆著者名および所属

　和文著者名の間は「・」で区切る．別所属の著者は「*」をつけて区別する．著者名の後に改行して所属機関名称，所在地を記入する．MS明朝9Pとする．著者名の英文表記（Century, 10P)では，名前はイニシャルとし，所属機関の住所英文表記はスペース削減のため記述を省略することができる．

◆概要

　新製品・新技術の内容を１０行以内で簡潔に記述する（MS明朝9P)．この記事では製品名(商品名）を明記しても良い．

◆特徴

　新技術・新製品の特徴を簡潔に記述する．箇条書きが望ましい．技術開発に関連する文献，特許などは文末に纏めて記述する．本文の記述は，和文MS明朝9P，英文の場合はCenturyの9Pを用いる．文献，特許の記述は8Pとする．

技術・装置の構成

図面，写真などを用いて技術・装置の内容を説明する．図面，写真のなかの説明およびタイトルは極力英文で記述して下さい．写真や図面はモノクロを基本と致しますが，カラーを用いることも可能です．カラー表示の場合は日本磁気学会が定める追加料金の支払いをお願いすることになります．また，提出原稿を日本磁気学会の編集委員会で検討し，分かりにくい点などを中心に原稿の修正をお願いすることがあります．


応用例

図面，写真，表などを用いて新技術・新製品の効果を示す応用例を簡潔に示して下さい．表題の下に示した～特徴～が一目で理解できるデータなどが好適です．

謝辞　技術開発で補助金などを得ている場合は，謝辞の欄に記述する．
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